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研究分野：イノベーション政策の実証分析 
科研費の分科・細目：大学改革・評価 
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１．研究計画の概要 

本研究の主な目的は、大学や民間等との共
同研究や、特許等の定量的データを用いて、
研究者個人間に形成されるネットワークの
変化（ネットワーク追加性）に関する質的・
量的な評価指標を開発することである。本研
究では、先に整備した特許統計データに加え
て、論文の共著者データや、文部科学省が集
計している大学の「民間等との共同研究」等
の産学官連携に関するデータを利用し、 
(1)大学との産学連携に関して積極的な機関
（企業）とその時系列変化を同定し 
(2)共同発明のデータを元に実際に産学連携
に積極的に関わった研究者を特定し 
(3)それらの研究者が産学連携の前後におい
て研究者間ネットワークをどのように変化
させたのかを分析する 

これにより、諸政策・制度による産学連携
の振興がどのような効果を及ぼしているの
かを具体的に実証することが可能となり、科
学技術政策やイノベーション振興政策の評
価におけるミッシング・リンクの一つである、
アカデミック・セクターから民間セクターへ
の知識移転の実態が明らかになるものと期
待される。 
 
２．研究の進捗状況 
2008 年度には、技術分野による産学連携

の違いを明らかにするために、日本の過去の
特許に付与された IPC 分類の共出現頻度を
元に技術間距離を指標化し、IPCサブクラス
の階層化クラスター分析に基づいて合理的
な技術空間の構造を明らかにした。そして、
この技術空間の上に産学連携の技術をマッ
ピングし、東京大学の在籍教官が発明者とし
て記載されている 2600 件あまりの特許の民

間企業の発明者（産学連携研究者）を特定し、
発明者間のネットワークがどのように形成
されているのかを社会ネットワーク分析の
手法により記述した。 
2009 年度には、国立大学が法人化された

後の産学連携の実態を調べるために、産学連
携により生まれた発明がどのように出願さ
れているのかを分析した。この分析の過程で、
特許出願データ中に存在する「発明者情報」
の不確実性が大きな障害となることが判明
したため、発明者の名寄せの方法の検討を開
始した。また、組織内部の知識ストックの減
衰率を特許-特許引用の減衰から推定する問
題に取り組んだ。さらに、科学技術政策研究
所が 2003 年に実施した全国イノベーション
調査の個票データを利用し、構造方程式モデ
リングの手法を用いた分析を行った。この結
果、産学連携が外部知識の吸収能力の向上を
通じて企業の能力向上に寄与するというモ
デルを支持する結果が得られた。 
2010年度には、発明者の氏名の文字情報、

住所の情報、技術分類情報、共同発明者情報、
引用情報、を総合してパラメータ化し、ある
閾値以上のものを同一人物として名寄せす
るアルゴリズムを開発した。さらに、総務省
科学技術研究調査のデータを用いて、産学連
携が企業の基礎・応用・開発研究に与える影
響をGranger Causalityの視点から分析した。
この結果、産学連携が数年のタイムラグを経
て企業の研究活動に影響を与えていること
を明らかにした。また、科学技術振興機構
（JST）の資金を受けた研究者が、共著や共
同発明のネットワークをどのように変化さ
せるのかを分析するため、JSTとの協力関係
を通じて論文および特許データ取得の試み
を開始した。 
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３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
 研究開始時の当面の目標であった東京大
学を例として取り上げた分析はほぼ終了し
ている。さらに、研究遂行上で研究者（発明
者）の名寄せの問題に直面したが、独自の手
法によってこの問題を克服し、さらにその名
寄せデータの分析が契機となって、新たな分
野への応用や展開も得られている。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 科学技術振興機構との協力関係を通じて、
公的ファンドを得た民間企業の研究者が、ア
カデミック・セクターや自社内の研究者との
ネットワークをどのように変化させるのか
分析を進めていく予定である。これにより、
大学側の研究者のネットワークと、民間企業
側の研究者のネットワークの双方の視点か
らの理解が深まるものと期待される。また、
最終年度に向けて、これまでに得られた成果
の論文化と査読付き雑誌への投稿も加速さ
せていきたい。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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